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は じ め に
2013年１月11日, フランソワ・オランド (Hollande) 仏大統領




ン (Ansar Dine)｣ が10日, 中部の要衝都市コンナ (Konna) を制圧した






｣ と明言し, さらに15日の会見では, ｢テロリストを見つけ出し, 殺害
し, 可能であれば彼らを捕える
(２)
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はじめに
１ 混迷する情勢と軍事介入
(1) 反政府勢力による北部支配 (2) フランスの介入過程
２ フランスによる対テロ軍事作戦
(1) 軍事作戦と介入の論理 (2) オバマ米政権の対応
３ 軍事作戦の展開と ｢出口戦略｣ の模索
(1) 北部拠点奪還と ｢出口戦略｣ (2) 初期段階の終結とゲリラ戦の開始
おわりに
との戦い｣ であることを強調した｡ こうした言説は, さながら 9・11同時















ン (AFISMA) を設立し, 欧州連合 (EU) などの協力を得て, マリ国民
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(Serval)｣ と称する軍事作戦を主導した後, できるだけ早期に AFISMA
に主要な役割を譲り, 自らは後方支援に転ずる意向を示していた｡
さて, 以上のように, オランド政権は ｢対テロ｣ という目的を掲げて,
マリへの介入を実施した訳であるが, このおよそ一カ月前 (2012年12月)
には, これまで ｢テロとの戦い｣ の中心的な舞台であったアフガニスタン
から, フランス戦闘部隊の早期撤退を実現させていた｡ ｢対テロ｣ という












分析する｡ また, これまで ｢テロとの戦い｣ における中心的なアクターで
あった米国オバマ政権の動向について, 特にフランスとの関係に焦点を当
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2012年３月21日, マリの首都バマコで, アマドゥ・サノゴ (Amadou
Sanogo) 大佐が率いる反乱グループによる軍事クーデターが勃発した｡
このクーデターは, １月以降, 独立を求めるトゥアレグ (Tuareg) 人反
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配するマリ北部地域 ｢アザワド (Azawad)｣ の独立を宣言する｡ たが, 旧
宗主国であるフランスやアメリカ, アフリカ連合 (AU) などはこれを承
認せず, 国際社会でこの独立宣言が受け入れることはなかった｡
北部を実効支配したMNLAの中には, 2011年のリビア内戦にカダフィ
(Kadhafi) 政権側で参戦し, 実戦経験を積んだものが多くいたことや, 内
戦終結後のリビアから最新鋭兵器を大量にマリに持ち込んだことなどもあ





だが, その後, 世俗的な独立国家を目指すMNLAは, 厳格なイスラム
法 (シャリーア) の適用を目指す過激派勢力であるアンサル・ディーンや,
アルジェリアを拠点とし, マリ北部でも活動する ｢イスラム・マグレブ諸
国のアルカイダ (AQIM)｣, および ｢西アフリカ統一聖戦運動 (MUJAO)｣
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リ北部におけるイスラム過激派勢力の実効支配が ｢周辺地域や国際社会の
脅威となっている｣ と位置づけられていた｡ そして, こうした情勢に対応
するために, EU諸国などの協力を受けた AFISMAが中心となり, ｢保護
する責任｣ を実現するために ｢必要なあらゆる措置｣ を取ることが要請さ
れていた｡ フランスの国連大使ジェラール・アロー (Gerard Araud) は,
｢マリの一体性を回復することと, 北部におけるテロリストの活動を終結
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(Barack Obama) 大統領とマリ情勢を巡って電話会談を行ったが, その内























法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 7(580)
(16) Huffington Post, january 26 2013. (2013年１月28日アクセス)
(17) Washingtonpost, january 12 2013. (2013年１月19日アクセス)
(18) Huffington Post, january 26 2013. (2013年１月28日アクセス)







｡ 介入直後の１月12日, ヘリコプター ｢ガゼル
(Gazelle)｣ を操縦していた特殊部隊の兵士が狙撃され死亡する｡ これは,
Serval作戦におけるフランス軍最初の犠牲者であった｡
軍事作戦を展開する中, ルドリアン国防相は, ｢大統領は, マリや我が
国および欧州を脅かすテロリストを根絶するという, 明確な決意を持って
いる｣ として, オランドが ｢テロとの戦い｣ に対して, 断固たる姿勢で臨
んでいることを強調した
(21)
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性を回復させることである｣ と述べた上で, その後は ｢アフリカ諸国部隊
に [主要な役割を] 譲り渡す｣ とする方針を示した
(25)
｡
そして, ｢仮に, 金曜日 [１月11日] に介入の決断をしていなければ,
マリはテロリストの手に落ちていただろう｡ すべての国が, フランスが責
任を果たしたことを認めるだろう｣ として, 今回の軍事介入が ｢必要な決
断｣ であったことを訴えた｡ さらに, ｢テロリストを見つけ出し, 殺害し,
可能であれば彼らを捕える｡ そして, 彼らが将来的に害を及ぼすことがで
きないようにする｣ と述べるなど, ｢テロとの戦い｣ に対する強い決意を
示した｡





ン・デルポルト (Christian Delporte) は, 今回の介入が多くの国民に支
論
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民運動連合 (UMP) も賛同するなど, 左右を問わず支持を集めていた｡
UMP党首ジャン・フランソワ・コペ ( Jean-	
) は, ｢テロ国
家の形成を防ぐために行動する時である｣ と述べ, また, 前首相のフラン







) 元外相は, ｢予測困難な新たな段階に入った｡ 我々は今




ラン・ヴォキエ (Laurent Wauquiez) は, ｢フランス軍がマリに展開する
上で前提となるべき, 明確な戦略を持っていない｣ として, 政府の姿勢を
批判した
(30)
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(27) デルポルトは, ｢戦争が長期化することによって, こうした支持は低
下することになろう｣ といった指摘もしている｡ Le Figaro, 18 janvier 2013.
(2013年１月21日アクセス)
(28) Le Monde, 12 janvier 2013. (2013年１月15日アクセス)
(29) Le Figaro, 21 janvier 2013. (2013年１月21日アクセス)
(30) Ibid. (2013年１月21日アクセス)












Hague) 外相は, ｢マリ政府を支援するフランスの決断を支持する｣ と語
り, センチネル R1 監視機と C－17 輸送機２機を対仏支援として派遣した
(34)
｡
EUのキャサリン・アシュトン (Catherine Asthon) 外務・安全保障上級














や, テロリストの ｢温床｣ と化したマリから武装グループが浸透すること
論
説
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を恐れたといった理由があった｡
さて, Serval作戦の展開に目を移すと, 2013年１月15日, マリ中部の










を経て, 中部の都市コンナを奪還した｡ 先述したようにコンナは, フラン
ス軍介入の契機となるなど戦略的に極めて重要な都市であった｡ 19日に
は, 戦闘が続いていたディアバリの制圧にも成功する｡





｡ 翌20日, ルドリアンは, マリにおけ
る軍事作戦には, 主に四つのミッションがあるとして, 第一に, 地上で展
開するマリ政府軍を支援しつつ, フランス軍の空爆によってテロリストの
前進を阻止すること, 第二に, ガオやトンブクツにあるテロリストの拠点
を爆撃し, 彼らの資源を絶つこと, 第三に, 首都バマコの安全を確保する
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だが他方で, ルドリアンが掲げる ｢マリ全域の奪還｣ という目的につい
て, その実現性を疑問視する声も少なくなかった｡ アフリカ問題に詳しい




の専門家アラン・コルドゥフィ (Alain Coldefy) も, ｢マリ全域をコント
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こうしたマリ, アルジェリア間の国境線の特徴は, アフガニスタンとパキ
スタンにおける国境の条件と類似するとの指摘もある｡ Afrik, 25 janvier
2013. (2013年１月26日アクセス)
(42) 『ロイター (日本語版)』 2013年１月21日｡ (2013年１月23日アクセス)
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de press, 15 janvier 2013), http : //www.
elysee.fr / assets /pdf / conference-de-presse-du-president-de-la-republique-a-
dubai.pdf (2013年１月21日アクセス)
(45) Le Figaro, 14 janvier 2013. (2013年１月16日アクセス)
(46) Hollande (	
de press, 15 janvier 2013), http : //www.
elysee.fr / assets /pdf / conference-de-presse-du-president-de-la-republique-a-
dubai.pdf (2013年１月21日アクセス)
(47) 周辺地域にも歴史的な経緯に基づき, フランスの ｢勢力圏｣ と称され
第三に, 周辺地域における戦略的資源の保護といった理由が挙げられる｡






｡ ウガンが述べているように, 隣国のニジェールには, 原子力
大手の仏企業アレバ (Areva) のウラン製造工場を設置されており, 同工
場からフランス国内の原発で使用するウラン燃料の３分の１が供給されて













法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 15(572)
る密接な関係を維持している国が多数あった｡ 佐藤章は, コートジボワー
ル, ガボン, セネガル, チャド, ジブチの５カ国をアフリカにおける特に
関係が密接な国として挙げ, カメルーンなどその他の15カ国と合わせた20
カ国をフランスの影響力が強い ｢勢力圏｣ と位置づけている｡ 佐藤章 ｢フ
ランスの軍事政策とアフリカの紛争｣ 川端正久 (他) 『紛争解決：アフリ




(48) USA Today, january 17 2013. (2013年１月17日アクセス)
(49) 『朝日新聞』 2013年１月25日｡ (2013年１月31日アクセス)
ば, 全土を制圧され, アフリカおよび欧州にとって脅威となる｣ と語って
いる
(50)
｡ これまで ｢テロとの戦い｣ を主導してきた米国のヒラリー・クリン
トン (Hillary Clinton) 国務長官も退官直前に, ｢極めて深刻に進行してい









ている｣ と位置づけられており, 関係国や国際機関の協力の下に, アフリ
カ諸国部隊が中心となって軍事展開することが要請されていた｡ オランド
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近接性といった理由および動機が, 同じ ｢テロとの戦い｣ でありながら,























2013年１月21日, アメリカは対仏支援として, C－17 輸送機３機をマ
論
説
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リに派遣した
(56)










こうした米国の安全保障政策における ｢モデル｣ という発言は, ｢後方か
らの指揮 (leading from behind)｣ と謳われた2011年のリビア介入の際に
も多く出されていた｡
オバマ政権の欧州問題担当国務次官補で, 米欧関係の研究者でもあるフィ
リップ・ゴードン (Philip Gordon) は, ｢リビアに対するアプローチで新
しかったことは, 初期段階において米国のみが可能である作戦については
米軍が実施し, その後いくつかの局面では欧州諸国が主要な役割を担った
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(58) RT News, january 22 2013. (2013年１月23日アクセス)
(59) Al Arabiya, december 13 2011. (2011年12月13日アクセス)




リビアやマリにおける軍事関与の ｢在り方｣ は, 米国の安全保障政策にお
ける ｢モデル｣ の一つとして, 今後も遂行されることが予想される｡
１月25日, オバマ大統領は, オランドと電話会談を行う｡ オバマが
｢マリにおけるフランスのリーダーシップを支持する｣ と称えたのに対し





だが, 米国政府は, フランスの ｢リーダーシップを支持｣ する一方で,
今後のマリを巡る情勢に対して不安を感じていた｡ ベトナム戦争を超える
米国史上最長の戦争となったアフガニスタンからの撤退を進めるオバマ大
統領は, 政権二期目において, 財政赤字や銃規制, 移民改革など国内問題
を重視する姿勢を示していた｡ そのため, ｢泥沼化｣ の恐れがある新たな
紛争に, 再び ｢巻き込まれる｣ ような事態は避けたいと考えており, マリ
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2012), http : //www.defense.gov /news /Defense_Budget_Priorities.pdf (2012
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ロ戦略』 を発表している｡ The White House, National Strategy for Counter-
terrorism, june 29 2011. http : //www.whitehouse.gov / sites /default / files /
counterterrorism_strategy.pdf - search＝’National+Strategy+for+TERRORIZM
+WHITEHOUSE’ (2013年２月20日アクセス)




(66) The New York Times, january 25 2013. (2013年１月29日アクセス)


















ンド (Victoria Nuland) 報道官は, マリの軍事作戦において, ｢米軍が地
上で戦闘するといった計画はない｣ と述べ, これまでと同様, 支援は限定
的なものに留まることを強調した｡ さらに, ヌーランドからは, 現政権が
論
説
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(68) 例えば, 『Los Angeles Times』 は, 米国防総省高官の, ｢アメリカが
積極的に関与しない場合, マリが 9・11以前のアフガニスタンのようになっ
てしまう恐れがある｣ との見解を紹介している｡ Los Angeles Times, january
18 2013. (2013年１月19日アクセス)｡ また 『Reuters』 によると, フラン
スの政府高官は, 軍事関与に慎重なオバマ政権について, ｢殆ど, 孤立主
義者のようだ｣ と批判したという｡ Reuters, january 26 2013. (2013年１月
28日アクセス)
(69) Le Parisien, 28 janvier 2013. (2013年１月28日アクセス)
(70) 米国のアフリカにおけるプレゼンスはフランスに比べて大きなもので
はなく, 常設的な基地はジプチのキャンプ・レモニエ (Camp Lemonier)
の一カ所で, マリからは3000マイル (約4800キロ) の距離があった｡ The
New York Times, january 28 2013. (2013年１月29日アクセス) 米国のアフ
リカ政策については, 片原栄一 ｢米国の対アフリカ戦略―グローバルな安
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フランス軍がトンブクツに進撃した28日, オランド大統領は, 訪問先
のポーランドで記者会見を行い, ｢我々はこの戦闘に勝利しつつある｡ 私
が 『我々』 という時, それはマリ政府軍であり, フランスから支援を受け
ているアフリカの人々である｣ と語った
(76)
｡ そして, ｢緊急かつ, 必要不可
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(75) Le Figaro, 31 janvier 2013. (2013年２月１日アクセス)｡ こうした武装
勢力の動きは, 米国がアフガニスタンに侵攻した際の, イスラム教原理主
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担った空軍は, ラファール (Rafale) 戦闘機が６機, ミラージュ 2000D戦
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米国務省のドン・ヤマモト (Don Yamamoto) アフリカ問題担当次官補
代理は, ｢フランスによる介入は数年間続くであろう｣ と述べた上で, ｢現
状は初期段階にあり, 時間が必要になる｡ 我々は早期に問題が解決すると
いった幻想を持つべきではない｣ と訴えた｡ そして, ｢軍事的な決着は困
難である｣ ことから, ｢北部の各勢力と対話し, 彼らを含めた選挙を実施
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ン＝シャルル・ブリサール ( Jean-Charles Brisard) も, 今後は ｢ゲリラ











を模索する一方で, 専門家の多くは, 戦闘はこれから ｢本格化｣ するので
あり, それゆえ, 対テロ作戦は長期化すると分析していた｡ 彼らが予測し
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こうした軍事作戦を進める一方で, フランス政府は ｢出口戦略｣ を円滑
論
説
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私は彼らの仕事ぶりに敬意を示す｡ 我々が想像していた以上の速さで, 軍





２月４日, ファビウス外相は, 『Metro』 のインタビューで, ｢テロリス
トの進攻を防ぐことや, 北部奪還といった初期段階における軍事作戦を極
めて効果的に遂行することができた｣ として, これまでのフランス軍の成














さて, 北部拠点都市の奪還を経て, ｢テロとの戦い｣ は新たな段階へと
移っていた｡ ２月６日, ドゥアンザ (Douentza) とガオ間 (約400キロ)
の幹線道路において, マリ兵士２名と市民２名が地雷に触れ, 死亡する事
件が起こった｡ すでに, １月31日に同じ地域で, マリ兵士２名が地雷の
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れる｡ フランス側も当然, そうした可能性を想定しており, Serval作戦を
担う軍幹部は, ｢[マリにおける事態が] 非対称戦争に移行するであろうこ
とは予想していた｡ 敵は我々と真正面から戦闘することはできない｡ それ
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た政治的なプロセスを絡めて, イスラム過激派勢力の ｢テロ行為｣ を包括
的に ｢封じ込める｣ ことにかかっていると言えるだろう｡
お わ り に
本稿では, フランスのマリ軍事介入を巡る初期段階の動きについて考察




定められた｡ 以上のような展開は, ｢テロとの戦い｣ が, 21世紀における
｢新しい戦争｣ であることを改めて示したと言える｡ ｢新しい戦争｣ として
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